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第６次滑川市行政改革大綱実施計画（平成27年度～平成31年度）の進行状況 

＜ 平成30年度の取り組み結果 ＞ 
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※「Ｈ30進行状況」欄の説明 

「実 施」 平成30年度に実施し、以降も継続して実施していく事項 

「検 討」 平成30年度末現在で、検討中の事項 

「未実施」 平成30年度末現在で、実施・検討していない事項 

「完 了」 平成30年度末現在で、実施完了している事項 
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１ 市民サービスの充実と市民協働の推進 

 

(1) 民間活力の活用の促進 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

窓口業務等の外部

委託の検討 

図書館の窓口業務、校務助手業務、市税の収納

事務等の外部委託について検討します。 

関係課 検討 

・過去に住民窓口業務を外部委託した先進自治体を

関係課で視察した結果をもとに、今年度も引き続き

費用対効果及び対象業務等を検討した。（総務課） 

・市税の収納については、市税等徴収対策室を設置し

て滞納処分を含めた徴収を進めており、その他外部

委託の検討のため、先進事例等の情報を収集した。

（税務課） 

・消費生活相談業務は、専門の相談員を雇用し対応し

た。（生活環境課） 

・派出事務については指定金融機関である北陸銀行 

滑川支店に委託した。（会計課） 

・図書館は地域資料の収集、地域情報の発信、地域課

題解決支援の拠点施設であり、図書館業務の外部委

託は馴染まないと考える。（生涯学習課・図書館） 

・市民スポーツフェスタや各種スポーツ大会等の実

施について、市体育協会へ委託した。（スポーツ課） 

２ 

公共施設管理業務

の外部委託の検討 

市営住宅、定住促進住宅等の管理業務の外部委

託について検討します。 

関係課 検討 

・H26年度より定住促進住宅の管理を開始しており、

市営住宅を含めた今後の一体的な管理について検討

した。（まちづくり課） 

・公園、スポーツ、観光施設等において、指定管理者

制度等を活用し管理を委託した。（関係課） 

３ 

民間委託における

競争環境の維持 

特定の民間事業者しか請負うことのできない

業務は、業務の質の維持、経費の削減の観点か

ら、契約更新時には、継続ありきでなく事業者

の業務を客観的に評価します。 

関係課 実施 

・受託者が行う業務について、定期的な業務報告書等

の提出を求めること等により、適切に業務がなされ

ているか確認した。（関係課） 

 

(2) 指定管理者制度の効果的な運用 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

公募による指定管

理者の選定 

指定管理者の見直しや新規の施設への導入に

あたっては、原則として公募による選定を検討

します。 
関係課 実施 

・指定管理者については、今年度に市民交流プラザに

おいて、公募による選定を行い、H31年度からの管理

者を指定した。（財政課） 

・昨年度に関係課で所管する７施設において、公募に

よる選定を行い、今年度からの管理者を指定した。

（関係課） 

２ 

指定管理者の指定

手続きの透明性の

確保 

指定管理者の評価や選考過程・結果をホームペ

ージ上で公表します。 関係課 実施 

直近の選考過程や結果等をホームページ上で公表

している。（関係課） 

３ 

指定管理者制度の

活用と検証 

施設の設置目的を効果的に達成するため、事業

者等が有するノウハウを活かすことにより、引

き続き、指定管理者制度の活用に努めます。 

また、施設のあり方や管理運営の効率性・経済

性など管理運営の全般を検証します。 

関係課 実施 

・ほたるいか観光施設ほか４つの所管施設を指定管

理者が管理運営しており、制度活用の実効性を決算

などで検証している。（観光課） 

・公募による選定を行った際、施設のあり方や管理運

営の効率性や経済性など管理運営の全般について検

証した。（関係課） 

 

(3) 市民参加・協働の推進 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

協働を進めるため

の財政的な支援、

活動拠点の整備等 

協働を進めるための財政的な支援や活動拠点

の整備、情報公開・共有などに取り組みます。 

関係課 実施 

・「みんなでつくる協働のまち推進事業」により、地

域ぐるみの協働を支援した。（17 団体、交付決定額

1,470千円）（企画政策課） 

・市民参加型のスポーツイベント「市民スポーツフェ

スタ」の開催にあたり、（一財）滑川市体育協会や市

内の各種スポーツ団体と協力して実施した。（スポー

ツ課） 

２ 

○拡 

自主防災組織の育

成及び避難体制の

確立 

地域住民自らの災害に対する備えや市民の防

災意識を高めるとともに、市民と行政の協働に

基づく、地域力を活かした自主防災組織の強

化、育成に努めます。また、人材の育成や防災

訓練などの防災活動を支援します。 

総務課 実施 

自主防災組織等が実施する防災訓練や資機材整

備、また、一時避難場所に街灯（電柱共架式）を新設

又は更新する費用に対し補助金を交付し、組織の強

化、育成に努めた。 
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３ 

ボランティア・Ｎ

ＰＯ法人等の育成 

ボランティア育成講座を開催するとともに、ボ

ランティア団体やボランティア志向の個人を

登録するボランティアセンターの充実を図り

ます。 

また、有償ボランティア制度の導入についても

検討します。 

福祉介護課 実施 

社会福祉協議会と連携し、脳トレリーダー養成、認

知症サポーター養成、ふれあいサロンリーダー養成、

福祉サポーターの養成研修、小・中・高校生を対象と

したボランティア体験講座等を開催し、新たなボラ

ンティアの養成に努めた。 

また、ボランティアセンターにおいては、ボランテ

ィアグループの交流、ＰＲに努めるとともに、ボラン

ティア登録の管理や保険加入の手続きなど安心して

ボランティア活動ができる体制を整えた。 

４ 

市職員の地域活動

への積極的な参加

の推進 

職員一人ひとりが、積極的に各種行事や地域活

動に参加することで、市民とともにまちづくり

への関心を高め、市民と市との信頼関係のも

と、協働のまちづくりを推進します。 

総務課 実施 

あらゆる機会を活用して職員に地域の活動への参

加を促すとともに、全市的行事への参加を積極的に

呼びかけた。 

 

 

２ 公正の確保と透明性の向上 

 

(1) 情報公開の推進 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

パブリックコメン

ト制度の周知と充

実 

ホームページ等において、各種計画・構想等の

策定段階において、広く市民から意見を求める

パブリックコメント制度について、より周知と

普及を図るとともに、市民の意見を市政に反映

します。 

関係課 実施 

 パブリックコメント制度の周知及び普及のため、

広報誌への掲載など各課と連携しながら行ったほ

か、各地区公民館等へパブコメ様式一式を設置する

など、周知の普及に努めた。（企画政策課・関係課） 

２ 

市政情報等の公開 ホームページや広報誌を使い、各種行政資料や

行事予定、財務資料・指標等の公開を拡充しま

す。 

関係課 実施 

・市議会だよりの発行(年４回)のほか、市議会行事

(毎月)、議長交際費(四半期毎)、政務活動費の収支報

告、議会の会議録等の公表、YouTubeでの本会議録画

を配信した。（議会事務局） 

・広報誌を毎月発行し、市政情報等を見やすく、分か

りやすくお知らせした。（企画政策課） 

・「市長と語る会」の開催案内・実績報告、婚活イベ

ント開催日、市が関わる行事の年間予定など、積極的

な情報発信をしたほか、市の各種事業計画や市長交

際費等の公開を行った。（企画政策課） 

・H29年度より有害鳥獣等の出没・目撃マップを作成

し、公開している。（農林課） 

・教育委員会会議の会議録や、教育委員会事務の点検

評価の結果等について、ホームページで公開した。

（学務課） 

・主催イベントや関係団体が行う行事などの情報等

について、積極的に広報誌やホームページ、SNSなど

で発信した。（関係課） 

３ 

○拡 

市長と語る会等の

開催機会の拡大 

市内９地区での開催に加え、子育て世代や女

性、各種団体との市長と語る会を開催し、各種

施策や実施事業を広く市民に周知し、市民との

意見交換の機会の拡充を図ります。（目標値：

年間参加者800名） 

企画政策課 実施 

春の部を市内９地区別に開催した（526 人参加）。

また、夏の部では保護者、女性、青壮年、各種産業従

事者等の対象者別に計７回開催したほか（487 人参

加）、保護者対象の会では講師を招き、講演を織り交

ぜたことで意見交換の活発化につなげた。（年間参加

者延べ1,013人） 

４ 

市長へのメール

（手紙）の充実 

市ホームページにおいて市民からの相談や提

案、苦情等を受ける「市長へのメール」におい

て、回答の公開などを通じて制度の充実を図り

ます。 

企画政策課 

関係課 
実施 

投函箱を設置してある市内16カ所の施設の関係課

と連携し、「手紙」の投函から回収までの迅速化を図

った。また、回答の積極的な公開にも努めた。（企画

政策課） 

５ 

いきいき市政講座

の充実 

職員が各所へ出向き、市の施策や事業について

説明や意見交換を行い、市政への理解を深めて

もらう、「いきいき市政講座」の対象メニュー

などの充実を図ります。（目標値：年間開催回

数30回、年間参加者800名） 

企画政策課 

関係課 
実施 

H30年度は10テーマ75種類の講座を設け、H30.12

月末現在で53回開催して、多数の市民が講座を受講

され、市政への理解を深めた。（企画政策課） 
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(2) 広報機能の充実強化 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

○拡 

情報発信媒体の拡

大 

ホームページやメールマガジン、ソーシャル・

ネットワーキング・サービス（SNS）など、各

情報発信媒体の特性を活かした多様な情報発

信を行います。 

関係課 実施 

・SNS の facebook を利用し、市イメージアップキャ

ラクター「キラリン・ピッカ」が参加する各種イベン

ト等についての情報発信を行ったほか、動画共有サ

イト YouTube で市のイベントの動画などの配信を行

った。また、広報誌でも、スマートフォン向けアプリ

による配信や、誌面にスマートフォンをかざすと動

画を視聴できる仕組みを設けるなど、インターネッ

トと連動した情報発信に努めた。（企画政策課） 

・ケーブルテレビでの手話普及番組「手話のじかん」

の放送を開始した。また、広報誌にＡＲマーカーを掲

載し、番組内容をスマートフォン等で閲覧できるよ

うにするなど手話の普及に努めた。（福祉介護課） 

・行田公園の桜や花菖蒲開花状況を、広報誌やホーム

ページで掲載した。（公園緑地課） 

・昨年度、「子育て・孫育てポータルサイト」を開設

し、サイトや専用アプリを通じて、子どもの成長や生

活にあわせた行政情報やイベント情報、子育て支援

施設の情報などを発信している。（子ども課） 

・各種イベントにて、関係団体と連携して情報発信を

行った。滑川市メール配信サービスを活用し、イベン

ト情報の発信を行った。（関係課） 

・イベントの開催時等において、積極的にマスコミに

取材依頼を行い、新聞やホームページ上で頻繁に取

り上げてもらうことで、本市の情報発信に活用した。

（関係課） 

・滑川市メール配信サービスにより、気象情報や火災

情報を配信するほか、クマ出没メールなど、利用者の

希望する情報を即座に配信した。（関係課） 

２ 

電子相談への迅速

対応 

「市長へのメール」等の電子相談窓口対応の迅

速化を図ります。 企画政策課 実施 

「市長へのメール」に対する迅速な回答を図るた

め、回答期間（原則受付から１週間以内）の遵守を呼

び掛けた。 

３ 

ケーブルテレビに

よる情報提供の拡

充 

ケーブルテレビを活用し、きめ細かな情報の提

供を図ります。 

 
企画政策課 実施 

地域に根差した番組を制作し、きめ細やかな情報

提供を行うと共に、取材先からの要望に応え、放送日

時等を積極的に周知し、より多くの方に見ていただ

けるよう努めた。 

 

 

３ 組織力の強化と人材育成の充実 

 

(1) 組織・機構の見直し 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

簡素で合理的な組

織・機構の整備 

サービスの供給に適した組織の規模や人員配

置等を常に点検しながら、スクラップ・アンド・

ビルドの原則による組織・機構の見直しと整備

を図っていきます。 

総務課 実施 

市民ニーズに対応した組織となるよう関係部局の

業務等を見直した。（浄化槽整備推進担当、観光船管

理係の新規設置等） 

２ 

戦略的かつ機動的

な組織・機構によ

る対応 

多様化する市民ニーズへの迅速で的確な対応

を図るため、プロジェクトチーム等を活用した

戦略的かつ機動的な組織・機構による対応を図

ります。 

総務課 実施 

柔軟に対応するため、絶えず組織の見直しを図り

組織にとらわれず横断的に対応した。 

 

(2) 成果を重視した組織運営体制の整備と人材育成の充実 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

「滑川市人材育成

基本方針」の見直

し 

「滑川市人材育成基本方針」の見直しを図り、

人事評価と人材育成の研修体系を確立します。 総務課 実施 

人事評価制度の本格実施に伴い、必要な見直しを

行った。 

２ 

○拡 

人事評価制度の確

立 

職務遂行能力の評価を客観的に行う人事評価

を全職員対象に実施し、活用を図ります。 総務課 実施 

業績をより適正に評価するため、評価点数の見直

しを行い、給与等の処遇面へ反映することで職員の

やる気と働き甲斐を引き出した。 

３ 

職員研修の充実強

化 

指導的役割を担う管理監督者の研修や階層別

研修、専門研修の充実強化を図ります。 

また、引き続き、自治大学校、市町村アカデミ

ー、富山県などへの派遣研修を実施します。 

総務課 実施 

県の職員研修機構が実施する階層別研修や専門研

修を受講した。県や文部科学省（スポーツ庁）への派

遣研修について引き続き実施した。 

４ 

自治基本セミナー

の実施 

中堅職員が講師となって、基本的な行政実務等

を指導するセミナーを定期的に実施します。

（目標値：年間開催回数３回） 

総務課 検討 

実施計画を作成し、セミナー開催に向けて検討し

た。 



5 

５ 
自主的グループ政

策研修の充実 

自主的グループが先進地へ赴き、ユニークな政

策等について調査する研修を充実します。 
総務課 検討 

政策課題に関する自主的グループの調査研修を検

討した。 

６ 

３Ｓサービスの徹

底 

３Ｓ（スマイル、スピード、親切）サービスを

徹底します。 総務課 

全課 
実施 

市民からの窓口対応に関する意見に注意を払うと

ともに３Ｓサービスの徹底を定期的に周知した。（総

務課） 

３Ｓサービスの徹底に努めた。（全課） 

７ 

エキスパートの養

成 

各分野において、柔軟かつ総合的に対応できる

エキスパートを養成します。 

総務課 

全課 
実施 

・NOMA（日本経営協会）などの各種専門研修へ参加し

た。（総務課） 

・富山県消防学校専門課程、消防大学校及び救急救命

士養成所への派遣を実施し、災害対応の専門知識の

取得を行った。（消防署） 

・様々な資格取得に取り組み、特定の分野に限らず広

い視野で業務に取り組めるよう努めた。（建設課） 

・小学校プログラミング教育や、情報活用能力の育成

を学ぶワークショップを実施した。（学務課） 

・職員１名が、社会教育主事の資格を有しており、業

務に活かした。（スポーツ課） 

・専門職として相談員等２名を配置。（子ども課） 

・専門的知識習得のため、職員向け研修会の参加、研

修所等への職員派遣を実施した。（関係課） 

８ 

職員提案制度の活

性化 

職員の行政事務改善提案制度の活性化を図り、

迅速に各事業に結び付けます。（目標値：年間

提案件数20件） 

企画政策課 

総務課 
実施 

 昨年度から各課提案を休止し、職員提案に統一し

たところ、16 件の提案があった。また、優良な提案

をした職員に対しては人事評価で配慮した。 

（企画政策課・総務課） 

９ 

新しい手法による

人材の確保 

再任用も含め任期付短時間勤務職員など、新た

な手法による人材確保の検討を行います。ま

た、新規採用職員の確保についても、多様な人

材の確保や新たな手法の導入を検討します。 

総務課 検討 

 個々の業務に必要な職員の配置にあたっては、そ

の業務に最適な任用形態となるよう先進事例等を参

考に検討した。 

 

 

４ ＩＣＴ（情報通信技術）の効果的な活用 

 

(1) 情報システムの効果的な活用 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

○拡 

ＩＣＴの活用によ

る行政事務の迅速

化・効率化の検討 

ＩＣＴを活用した電子文書、電子決裁システム

の導入による行政事務の効率化・適正化を検討

します。 

企画政策課 検討 

 H28年度末に職員ポータルサイトを導入し、オンラ

インでの庁内事務の推進を図った。より効率的なＩ

ＣＴの活用については引き続き検討する。 

２ 

○拡 

自治体クラウドの

推進・活用 

情報システムの共同利用・クラウド化を推進

し、住民サービスの向上と維持管理費等経費の

削減を図ります。 企画政策課 

関係課 
実施 

・基幹系・内部系システムに続き、県及び15市町村

で構成する自治体情報セキュリティクラウドに参加

し、高度な情報セキュリティ対策を安価に運用して

いる。（企画政策課） 

・設計積算システムや、財務会計システム等におい

て、クラウドシステムを活用した。（関係課） 

３ 

○拡 

社会保障・税番号

制度（マイナンバ

ー制度）の推進・活

用 

市民へのマイナンバー制度の周知を行うとと

もに、制度の活用により行政サービスの向上を

図ります。 

また、市独自の利活用についても検討します。 

関係課 実施 

H29年度より、市の独自利用として、重度心身障害

者・子ども・妊産婦・ひとり親家庭医療費助成事務、

市立幼稚園就園・保育料軽減補助事務、就学援助費事

務の７事業に活用した。（関係課） 

 

(2) 情報セキュリティ対策の充実 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

情報セキュリティ

ポリシーの遵守 

職員を対象とした情報セキュリティ研修を実

施するなど、市が所有する情報資産のセキュリ

ティ対策の推進を図ります。 

企画政策課 

全課 
実施 

・e-ラーニングによる情報セキュリティ研修の受講

を勧奨するほか、通知等により情報セキュリティポ

リシーの遵守を周知した。（企画政策課） 

・e-ラーニングによる情報セキュリティ研修を積極

的に受講した。（関係課） 

・メールでのやり取りやインターネット使用時等に

ポリシーを遵守したほか、情報管理等について出先

機関等にも周知を行った。（全課） 

２ 

情報資産の一元管

理の推進 

情報資産の一元管理を行い、セキュリティ対策

の強化を図るため、資産管理ソフトの導入を検

討します。 

企画政策課 実施 

 自治体情報セキュリティ対策の一環で、情報資産

管理ソフトを導入しており、セキュリティ対策の強

化を図った。 

３ 

○拡 

マイナンバー制度

に係る特定個人情

報保護評価の実施 

個人情報の漏えいその他の事態を発生させる

リスクを分析し、そのようなリスクを軽減する

ための適切な措置を行い、個人のプライバシー

等の権利利益の保護に取り組みます。 

総務課 

関係課 
実施 

・特定個人情報の利用範囲を限定するなど、必要な安

全管理に努めた。また、内部監査を実施し、保有個人

情報の適切な管理に努めた。（総務課） 

・特定個人情報保護評価書の作成、見直しを通じてリ

スクマネジメントを行うとともに、職員の研修等の

受講を徹底した。（関係課） 

 

 



6 

５ 経営視点に立った財政運営 

 

(1) 持続可能な財政運営の推進 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

健全な財政運営の

推進 

滑川市健全な財政に関する条例に基づき、引き

続き地方債の発行等については、十分な検討を

行い、計画的な財政運営に努めます。 財政課 実施 

新たな起債を発行する際は、当年度の償還額以下

とすることはもちろん、財政措置が得られることな

ど、将来的な影響、負担の公平性を勘案し発行額の抑

制に努めた。また、平成30年度中に任意の繰り上げ

償還を行った。 

２ 

わかりやすく透明

性の高い財政運営 

予算、決算の状況や各種財政事情等について、

わかりやすい情報提供を進めることで透明性

の高い財政運営を進めます。 
財政課 実施 

健全化判断比率や財務諸表等の公表を継続して実

施している。またH29年度当初予算分から、中学生が

読んでも分かるような内容とした新年度予算未定稿

を作成した。 

３ 

中期的な財政見通

しの確立 

健全化判断指標や公会計制度改革に伴う指標

等を基に、財務分析の充実強化を図り、最新の

財政事情を踏まえた中期財政計画（５か年）を

策定し公表します。 

財政課 実施 

各種財政指標等の分析を実施するとともに、社会

情勢や地方財政制度などの情報をもとに、H30年度か

らH34年度までの５か年間分の「中期財政計画」を策

定し公表した。 

４ 

地方公会計の整備

促進 

複式簿記・発生主義会計を採用した統一的な基

準に基づく財務書類を作成し、全般的財務状況

をより多面的かつ合理的に明らかにすること

で、資産債務改革や予算編成等での活用を図り

ます。 

財政課 実施 

H28 年度決算分から統一的な基準に基づく財務書

類を作成し、議会に報告するとともに公表すること

とした。 

 

(2) 安定的な自主財源の確保 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

市税等徴収対策室

等による徴収体制

の強化 

市税等徴収対策室と関係部署間の連携強化、情

報の共有化に努め、全庁的な徴収体制を構築す

るとともに、引き続き財産調査に基づく滞納処

分（差し押さえ）の強化を図ります。 

市税等徴収

対策室 

関係課 

実施 

・滞納者について財産調査し、財産があれば速やかに

滞納処分した。（税務課・市税等徴収対策室） 

・未納者に対する徴収業務等において、対策室との連

携や綿密な情報交換を行った。（まちづくり課） 

・下水道使用料未納者に対する徴収業務等において、

対策室との連携や綿密な情報交換を行った。（上下水

道課） 

２ 

コンビニエンスス

トアでの収納やク

レジットカードで

の納付の検討 

市税や上下水道使用料については、コンビニエ

ンスストアでの収納を予定しているほか、更な

る対象の拡大やクレジットカード利用による

納付についても検討します。 

税務課 

関係課 
検討 

市税や上下水道料金について、H27年度からコンビ

ニ収納を継続し、クレジットカード収納については

引き続き先行事例について調査検討する。（税務課・

上下水道課） 

３ 

○拡 

広告掲載募集事業

等による収入の増

加 

広報誌やホームページ、コミュニティバスなど

に加え、パンフレットや封筒などあらゆる媒体

への広告掲載募集事業等による収入の増加を

図ります。 
関係課 実施 

・広報誌の誌面やホームページ上で広告掲載募集を

行うなど広告料の増収に向け取り組んだ。（企画政策

課） 

・コミュニティバスのバス停や車体の広告を募集し、

収入の増加に努めた。（生活環境課） 

・ほたるいかマラソンやキラリン杯バウンドテニス

交流大会において、プログラムに広告掲載を行い、収

入の増加を図った。（スポーツ課） 

４ 

○拡 

ふるさと納税制度

の推進 

積極的なＰＲ活動により趣旨普及を図ります。 

企画政策課 実施 

・H29年４月並びにH30年４月に発出された総務省か

らの通知（返礼品は寄附額の３割以下に抑えること、

地場産品を送ることが適切である等）を遵守した運

用に努めた。 

・ふるさと納税の返礼品の広告掲載等により、市の特

産品の魅力をより広く全国へ発信した。 

５ 

使用料、手数料、負

担金等公共料金の

定期的な見直し 

適正な市民負担の観点から、保育料、上下水道

料、各種使用料などの公共料金の定期的な見直

しを図ります。 

関係課 検討 

・市営住宅については算定方法が定められており、毎

年見直しを行っている。定住促進住宅については入

居率向上のための方策を引き続き検討する。（まちづ

くり課） 

・消費税の増税を控え、上下水道使用料の見直しを検

討した（上下水道課） 

・今年、消費税の増税があるため、併せて検討してい

く。（関係課） 

６ 

○拡 

遊休施設や未利用

地等の積極的処分 

遊休市有地の有効利用を図ります。また、利用

の予定がなくなった土地については、貸付やイ

ンターネットオークションを活用した売却な

ど様々な方法での市有財産の処分を推進しま

す。 

財政課 実施 

遊休市有地の売却、資材置場・臨時駐車場としての

民間への貸出しを実施した。 

７ 

○拡 

企業誘致の推進 工業団地を造成し、企業誘致を行い、固定資産

税をはじめとする税収の増加を図ります。あわ

せて地元雇用拡大に努めます。 

商工水産課 実施 

第４期安田工業団地の造成工事が完了し、用地の

売却に向け、団地分譲の周知や企業との交渉を行っ

た。 
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(3) 歳出の適正化 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

行政評価システム

の見直しと活用 

総合計画や予算との連動性に重点を置き、政策

課題の整理や今後の取り組む方策を明確化す

るためのツールとしてシステムの改善を図り

ます。 

企画政策課 

全課 
実施 

H29年度の事業について、所属長評価を実施した。

また、評価方法の変更を行ったほか、公表の範囲を広

げ、より分かりやすく透明性の高い運用に努めた。 

２ 
行政評価結果の公

表 

行政評価結果をホームページや広報誌等で市

民に公表します。 
企画政策課 実施 

 H30 年度の実施状況をホームページで公表すると

ともに、公表の範囲を拡大した。 

３ 

省エネルギー対策

の推進 

地球温暖化対策滑川市役所実行計画に基づき、

冷暖房機、照明機器、自動車等の適正使用を促

進するとともに、省エネ型製品・設備の効果に

ついて検証し、導入に向けて検討します。 

生活環境課 

全課 
実施 

・H29年度の庁内での省エネに関する取組実績を各課

へ周知し、引き続き自動車等の適正使用や省エネ型

製品の導入について推進した。（生活環境課） 

・町内会が設置する LED 街灯の新設や LED 街灯への

更新に対し補助を行った。（建設課） 

・小中学校のエアコン導入に併せて、「滑川市立小・

中学校エアコン運用ガイドライン」を策定し、エアコ

ンの運用方法及び節電対策等について周知の徹底を

図った。（学務課） 

・両面印刷、両面コピーの徹底、冷暖房時の温度管理

や事務室照明の消灯、残業の縮減等、職場における省

エネ対策に取り組んだ。（全課） 

４ 

公共工事の効率化 公共工事コスト縮減のため経済性を考慮した

適正な設計・積算を行うとともに、公共工事残

土の活用等、総合的なコスト縮減に努めます。 

関係課 実施 

・環境に配慮した工事資材等を採用した。（上下水道

課） 

・発注規模をできる限り大きくして公共工事のコス

ト削減に努めた。公共工事残土については、関係部署

と連携を図り、有効活用に努めた。（関係課） 

・工事の設計・積算については、営繕課と連携して市

で行うことでコストの削減を図り、入札の早期発注

による業者の確保にも努めた。（関係課） 

５ 

入札制度の改善 総合評価方式の試行を継続し、効果等の検証を

行い本格実施について検討します。 

また、透明かつ競争性の高い入札制度を推進し

ます。 

財政課 実施 

入札結果の検証を行い、透明かつ競争性が確保で

きる運用について検討し、一部見直しを行った。 

６ 

特別会計繰出金の

抑制 

特別会計の事業内容を精査するとともに、保険

税や使用料等の適切な徴収に努め、一般会計か

らの繰出金を抑制します。 

特に、下水道事業において、引き続き将来負担

を見据えた市債の計画的発行など、中長期的な

財政計画に基づく事業運営を行い、一般会計か

らの繰出金の抑制を図ります。 

財政課 

上下水道課 

関係課 

実施 

・各特別会計における事業内容を精査し、一般会計か

らの繰出金の抑制に努めた。（財政課） 

・資本費平準化債（利子分）の起債の借入を控えるな

ど、将来にわたっての繰出金の抑制を図った。（上下

水道課） 

・上下水道使用料の見直しを検討するとともに、分納

誓約等により収納率の向上を図り、財源の確保を図

った（上下水道課） 

 

(4) 公共施設マネジメントの推進 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

公共施設等総合管

理計画による総合

的かつ計画的な管

理の推進 

施設等の維持・保全等について、コストを抑え

つつ保全整備による長寿命化や安全性、快適

性、機能性の向上を図ります。 

また、管理を行う際に基礎となる情報として、

固定資産台帳を整備します。 財政課 

関係課 
実施 

・H28年度末の固定資産台帳をもとに新たに統一的な

基準に基づく財務諸表を作成した。 

さらに、計画に基づく点検や予防的修繕を念頭に

新年度予算編成を行った。（財政課） 

・長寿命化計画に基づき下水道施設の耐震及び改築

工事を実施した。（上下水道課） 

・総合体育センタートイレ改修工事や電気室屋根雨

漏り改修工事等を実施した。 

・所管施設の長寿命化については、年次計画を立て、

必要な整備をした。（関係課） 

２ 

○拡 

効果的な公共施設

の有効活用 

公共施設について、設置目的や利用実態などに

応じ、施設の利用者数、利用者の満足度など適

切な目標を設定し、その向上に努めます。 

関係課 実施 

・所管施設の利用者数等について、目標値を設定して

おり、指定管理者と連携を取りながら、向上に努め

た。（関係課） 

３ 

施設管理運営の適

正化 

利用者のニーズに沿った開館時間の見直しを

検討しつつ、施設に係る収支を明確にし、経費

削減に努めます。 

関係課 実施 

・各公園の外灯点灯時間の見直しや、各花壇設置の水

道使用期間の見直しを行い、経費削減に努めた。（公

園緑地課） 

 

 

６ 定員管理及び給与の適正化 

 

(1) 定員管理の適正化 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 

定員管理の適正化 事務改善やＩＣＴの活用、業務の外部委託等を

踏まえ、定員管理の適正化を図ります。 総務課 実施 

事務改善等による定員管理に努めた。 

(類似団体と比較して少ない職員数で推移してい

る) 
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２ 
早期勧奨退職制度

の活用 

職員の世代間のバランスと新陳代謝を促進す

るため、早期勧奨退職制度の活用を図ります。 
総務課 完了 

一定の目的を達成したことから早期勧奨退職制度

を廃止した。 

３ 
臨時職員等の適正

化 

臨時的な事業量や業務内容等の必要性を踏ま

え、適正な管理に努めます。 
総務課 実施 

臨時的な事業等に迅速に対応できるよう、人員配

置に配慮した。 

 

(2) 給与の適正化 

No 取組項目 内  容 所管課 30年度(Ａ) 平成30年度末進捗状況説明(Ｂ) 

１ 
適正な給与体系の

維持 

財政状況や類似団体の状況等を考慮しながら、

引き続き適正な給与体系の維持に努めます。 
総務課 実施 

適正な給与体系の維持に努めた。 

２ 

○拡 

時間外手当の縮減

と事務の平準化 

ノー残業デーや振替休日等の徹底により時間

外手当の縮減を図ります。 

また、時間外勤務の多い職場の業務分析を行

い、時間外勤務の縮減及び事務量偏在を解消す

るための適切な人員配置を行います。 

総務課 実施 

週休日等振替制度を試験的に実施し、時間外勤務

の適正化及び職員の健康管理に努めた。 

超過勤務の多い職場の要因分析と改善策の検討を

実施し、引き続き毎週水曜日のノー残業デーの取り

組みを推進した。 

 


